
    先週、「平和安全法制」が参議院で可決、成立致しました。 

 

確認の意味で、若干お時間を頂き、要点をお話させて頂きます。 

 

防衛に関しては、それぞれ色々なご意見があって、全ての方に納得して頂くことは難

しいかもしれませんが、現在の反対意見を集約すると大きく５つになると思います。 

 

１点目は、「戦争法案ではないか」、２点目「集団的自衛権によって海外で武力行使を

することになる」、３点目「憲法学者などが違憲と言っている」、４点目「多くの国民が

反対している」、５点目「なぜ急ぐ必要があるのか」といった反対意見です。 

 

これ以外にも様々あるかと思いますが、反対する人の主張は、主にこの５点になるか

と思います。 

 

まず１点目、戦争に参加したり、海外で武力行使をしたり、憲法に違反する法案であ

れば、公明党は絶対に賛成しません。 

 

この法案はあくまでも、自国防衛のためであり、専守防衛の理念は変えておりません。 

 

それは、閣議決定の前文に『専守防衛に徹し、他国に脅威を与える軍事大国とはなら

ず、非核三原則を守るとの基本方針を堅持しつつ・・・』とあることで明らかです。 

 

２点目について、他国を守ることそれ自体を目的とした集団的自衛権の行使は、今後

も認められません。 

 

これについては、民主党政権の野田内閣で防衛大臣を務めた森本敏氏が、『公明党が与

党協議を通じて、憲法解釈の範囲に収まる「日本の自衛のための武力行使に限る」とい

う制約を強く主張し、実現させる役割を果たした。』と述べているとおりです。 

 

このように、今回の法案は、自国防衛を目的としたもので、違憲とはいえません。 

 

３点目については、憲法学者の多くが、個別的・集団的に関わらず自衛隊の武力行使、

また自衛隊の存在そのものを、違憲としていることを考慮しなければなりません。 

（朝日新聞アンケートで６割以上が、自衛隊を違憲もしくは違憲の可能性ありと回答） 

 

以上３点につきましては、山口代表の質問に対して、横畠内閣法制局長官が国会答弁

で、明言しているとおりであります。 

 



つまり、「新 3要件の下で認められる武力の行使は、他国防衛の権利とされる国際法上

の集団的自衛権一般の行使を認めるものではなく、また、他国にまで行って戦うなどと

いう、いわゆる海外での武力の行使を認めることではない。」ということです。 

 

反対意見の多くが、閣議決定や法案で明確にやらない、できないとしていることに対

して、やるかもしれないと反対しており、そもそも前提が間違っております。 

 

４点目、一般の人には、連日のマスコミ報道の影響が大きいと思いますが、主催者の

発表でおよそ１２万人、警視庁の調べで３万人余りの国会前のデモなどは、参加者の多

くが特定の政党支持者であることを知る必要があります。 

 

ＦＮＮ（フジ産経グループ）が、デモ参加者の「支持政党」を調査した結果、共産・

社民・民主・生活という法案に反対する野党 4党で、８５％を占めました。 

同時期の全国世論調査の支持率では、この 4 党合計で１７％でしたし、通常は無党派

層が半数近くを占めるはずです。 

 

５点目「何故今なのか」ですが、今、安全保障環境は厳しさを増しています。 

 

北朝鮮には、核弾頭を含む数百発の弾道ミサイルが配備されていると言われておりま

す。 

ミサイル発射ボタンを押してから１０分から３０分以内に日本の都市を攻撃できるよ

うな弾道ミサイルの脅威や、邦人が犠牲になった国際テロなど安全保障環境の変化によ

って、どの国も一国のみで平和を守ることが困難な状況です。  

南シナ海などの情勢も緊迫しております。  

 

そうした中、日本周辺で、今すぐ何かが起こるとは限りませんが、いつ何が起こるか

も分かりません。 

日米が連携して備えることで、抑止力が強化されます。 

 

災害に対する備えと同様に、早めに備えることに越したことはありません。 

 

安倍総理の国会答弁にもあるとおり、「まずもって、外交を通じて平和を確保すること

が重要であり、その上で万一の備えも必要です。平和安全法制は紛争を未然に防ぐため

のものである。」ということをご理解頂きたいと思います。 

 

公明党は、これからもあらゆる機会を通じて、説明に努めてまいりますので、今後と

も、よろしくお願い致します。 


